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▲京都大学学術指導取扱規程 
平成２６年７月２２日 

達示第３４号制定 
改正 平成２８年３月３１日達示第４０号 

平成２９年３月２８日達示第２３号 
平成３０年３月２８日達示第４４号 
令和元年１２月１７日達示第８０号 

（趣旨） 
第１条 この規程は、京都大学（以下「本学」という。）における学術指導の取扱いに関し必要

な事項を定めるものとする。 
（定義） 

第２条 この規程において「学術指導」とは、本学が学外からの依頼を受け、本学の教職員がそ

の有する専門的知識に基づき指導助言を行い、もって依頼者の業務又は活動を支援するもので、

これに要する経費（以下「指導料」という。）を依頼者が負担するものをいう。 
２ この規程において「部局」とは、各研究科、各附置研究所、附属図書館、医学部附属病院及

び各センター等（国立大学法人京都大学の組織に関する規程（平成１６年達示第１号）第３章

第７節から第１１節まで（第４７条第１項に定める組織のうち図書館機構を除く。）に定める

施設等をいう。）をいう。 
３ この規程において「発明等」とは、次の各号に掲げるものをいう。 

(1) 特許権の対象となる発明 
(2) 実用新案権の対象となる考案 
(3) 意匠権の対象となる創作 
(4) プログラムの著作物、データベースの著作物及びデジタルコンテンツの著作物 
(5) 回路配置利用権の対象となる回路配置 
(6) 育成者権の対象となる植物の新品種 

４ この規程において「特許権等」とは、次の各号に掲げるものをいう。 
(1) 特許権 
(2) 実用新案権 
(3) 意匠権 
(4) 著作権 
(5) 回路配置利用権 
(6) 育成者権 
(7) 特許を受ける権利 
(8) 実用新案登録を受ける権利 
(9) 意匠登録を受ける権利 
(10) 回路配置利用権の設定登録を受ける権利 
(11) 品種登録を受ける権利 
（実施の原則） 

第３条 学術指導は、その内容が本学の業務と密接に関連し、かつ、当該学術指導を担当する教

職員（以下「指導担当者」という。）の教育研究に支障がないと認められる場合に限り、これ

を行うことができるものとする。 
（実施条件） 

第４条 学術指導の実施に当たっては、次の各号に掲げる条件を付するものとする。 
(1) 学術指導は、依頼者が一方的に中止することはできないこと。ただし、依頼者から中止の

申出があった場合には、依頼者と協議のうえ、中止を決定することができること。 
(2) 依頼者と協議のうえ、やむを得ない理由で学術指導を中止し、又は指導期間を変更したこ

とにより依頼者が損害を受けたときは、これに対し本学は責任を負わないこと。 
(3) 学術指導を中止し、又は指導期間を変更したことにより、指導料の額に不用が生じ、依頼

者から不用になった額について返還の請求があった場合には返還すること。ただし、依頼者

からの申出により中止する場合には、当該指導料は、原則として返還しないこと。 
(4) 指導料は、原則として当該学術指導の開始前に納付すること。 
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２ 前項第４号の条件は、依頼者が国の機関、独立行政法人、国立大学法人、地方公共団体その

他公法人であるときは、これを付さないことができる。 
（依頼） 

第５条 学術指導を依頼しようとする者は、所定の様式による依頼書を指導担当者が所属する部

局の長（以下「部局の長」という。）に提出しなければならない。 
（令元達８０・一部改正） 

（実施決定） 
第６条 学術指導の実施の決定は、部局の長が行う。 
２ 前項の学術指導の実施を決定するに当たっては、あらかじめ当該部局の教授会又はこれに代

わる機関の議を経るものとする。 
（実施決定の通知） 

第７条 部局の長は、学術指導の実施を決定したときは、総長及び依頼者に指導担当者、指導料、

指導期間等の事項を通知し、及び当該部局の学術指導に係る事務を処理する共通事務部（複合

原子力科学研究所、霊長類研究所及び附属図書館にあっては部局事務部、環境安全保健機構、

情報環境機構、産官学連携本部、オープンイノベーション機構及び国際戦略本部並びに高大接

続・入試センターにあっては当該機構等の事務を行う事務本部の部）の長（以下「事務部の長」

という。）に報告するものとする。 
（平２８達４０・平２９達２３・平３０達４４・令元達８０・一部改正） 

（契約の締結） 
第８条 総長は、学術指導契約の締結に関する事務を事務部の長に委任する。 
２ 事務部の長は、前条の報告を受けたときは、前項の規定に基づき、速やかに依頼者と学術指

導契約を締結するものとする。 
３ 事務部の長は、学術指導契約を締結したときは、その旨を部局の長に報告するものとする。 
（指導料等） 

第９条 依頼者は、指導料を納付しなければならない。 
２ 前項の指導料は、１時間につき１万円により算定される額を最低の額とし、部局の長と協議

して定める額とする。 
３ 第一項の指導料には、産官学連携推進に関連し必要となる経費を勘案して定める額（次項に

おいて「産官学連携推進経費」という。）を含むものとする。 
４ 前項の産官学連携推進経費は、指導料のうちの１０パーセントに相当する額とする。 

（令元達８０・一部改正） 
（学術指導の中止等） 

第１０条 部局の長は、やむを得ない理由があると認める場合は、依頼者と協議のうえ、学術指

導の中止又は指導期間の変更を決定することができる。 
２ 指導担当者は、学術指導の中止又は指導期間の変更の必要が生じたときは、速やかにその旨

を部局の長に報告し、その指示を受けるものとする。 
３ 部局の長は、第１項の規定により学術指導の中止又は指導期間の変更を決定したときは、そ

の旨を総長及び依頼者に通知し、及び事務部の長に報告するものとする。 
４ 事務部の長は、前項の報告を受けたときは、第８条第１項の規定に基づき、当該学術指導の

中止又は指導期間の変更に係る必要な契約変更を行うとともに、契約変更後に、その旨を部局

の長に報告するものとする。 
（学術指導の終了報告） 

第１１条 指導担当者は、学術指導が終了したときは、その旨を部局の長に報告するものとする。 
２ 部局の長は、前項の報告を受けたときは、その旨を総長に通知するものとする。 
（学術指導に係る成果の公表） 

第１２条 学術指導に関する結果は、指導担当者の名において、これを公表することができる。 
２ 指導担当者は、前項の公表の時期・方法について、依頼者と協議して定めるものとする。 
（特許権等の出願等） 

第１３条 学術指導において発明等が生じた場合における帰属の決定、出願その他特許権等の取

扱いについては、京都大学発明規程（平成１６年達示第９６号）の定めるところによる。 
（秘密の保持） 
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第１４条 総長及び依頼者は、学術指導契約の締結に当たり、相手方より提供若しくは開示を受

け、又は知り得た情報について、あらかじめ協議のうえ、非公開とする旨、定めることができ

る。 
（その他） 

第１５条 この規程に定めるもののほか、この規程の実施に関し必要な事項は、総長が別に定め

る。 
附 則 

この規程は、平成２６年８月１日から施行する。 
〔中間の改正規程の附則は、省略した。〕 
附 則（令和元年達示第８０号） 

この規程は、令和元年１２月１７日から施行する。 
 


